
鳥取県中小企業調査・研究開発支援補助金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則(昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」

という。)第４条の規定に基づき、鳥取県中小企業調査・研究開発支援補助金（以下「本補助金」

という。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
 
（交付目的） 
第２条 本補助金は、鳥取県内に所在する中小企業又はグループが行う、新商品・新サービスの

事業化又は商品等の新たな生産・提供方式の導入に向けた調査及び研究開発を段階的に支援す

ることによる県内産業の活性化を図ることを目的に交付する。 

 
（補助対象者） 
第３条 本補助金の対象者は、次の各号に定めるとおりとする。 
（１）次の要件を全て満たす者 

ア 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２条に定める中小企業者であること。 
イ 鳥取県内に本店、支社、営業所、事務所その他名称の如何を問わず、事業を行うために必

要な施設を有するとともに、鳥取県内において主体的に事業化に向けた調査・研究開発に取

り組む能力を有すること。 
ウ 風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に

規定する風俗営業、性風俗関連特殊営業又は接客業務受託営業（以下「風俗営業等」という。）

を営む者ではないこと。 
エ 次の要件をいずれも満たすこと。 
（ア）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以

下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。  
なお、個人事業主の場合は暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）ではないこと。 
（イ）暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と

密接な関係を有する者ではないこと。 
（２）次の要件を全て満たすグループ 

ア 事業の開始から終了するまでの間、第１号のウ及びエを満たす３者以上で構成されており、

かつ第１号のア及びイを満たす者がグループの３分の２を占めること。 
イ 当該研究グループの構成員の中から、第１号の要件を全て満たす者を本補助金の申請・実

績報告事務や専用口座による各種支払い事務、事務を統括しての管理運営等を行う代表企業

として１者選定していること。 
 

（補助金の交付） 
第４条 県は、第２条の目的の達成に資するため、別表１に掲げる事業（以下「補助事業」とい

う。）に取り組む前条に掲げる者に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。ただし、開発し

ようとする新商品又は提供しようとする新サービスが、風俗営業等に該当する場合又は公序良

俗に反すると認められる場合は、本補助金を交付しない。 

２ 本補助金の額は、別表２の第１欄に掲げる補助メニューの区分に応じて、補助事業に要する 
同表第２欄に掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）の合計額（仕入控除税額（補助対象

経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０

８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。以



下同じ。）を除く。）に３分の２を乗じて得た額以下（千円未満の端数は切り捨てる。）とし、上

限は同表の第３欄に掲げる額とする。また、補助対象経費の額の下限は、同表の第４欄に掲げ

る額とし、事業実施期間は、同表の第５欄に定める期間とする。 
３ なお、鳥取県産業振興条例（平成２３年１２月鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、補助

事業の実施に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 

 
（交付申請の時期等） 
第５条 本補助金の交付申請は、規則第５条の申請書に様式第１号による補助事業実施計画書及

び様式第２号による補助事業収支予算書を添えて、産業振興課長が別に定める日までに別表３

第３欄に掲げる者に提出して行うものとする。 

３ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らかでないと

きは、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に補助率を乗じて得た額（以下「仕入控除税額を

含む額」という。）の範囲内で交付申請をすることができる。 

 
（審査） 
第６条 審査は鳥取県補助金等審査会（鳥取県中小企業調査・研究開発支援補助金審査会。以下「審

査会」という。）において行う。 
２ 審査会は、鳥取県附属機関条例（平成２５年鳥取県条例第５３号）第２条第１項の規定により

設置するものとする。 
３ 審査方法については、別に定める審査基準に従い、調査・研究開発の対象となる新商品・新サ

ービス等の内容及び調査・研究開発手法の妥当性等について審査を行う。 
 

（交付決定の時期等） 
第７条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から９０日以内に行うものと

する。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第３号によるものとする。 

３ 知事は第５条第２項の規定による申請を受けたときは、第４条第２項の規定にかかわらず、

仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕入控

除税額が明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、変

更後の額とする。以下「交付決定額」という。）から、当該仕入控除税額に対応する額を減額す

るものとする。 

 

（承認を要しない変更） 

第８条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、次に揚げるもの以外の変更とする。 

（１）本補助金の増額を伴う変更 

（２）交付目的の達成に支障が生じ、又は事業効率の低下をもたらすおそれのある事業計画の

変更 

２ 第７条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 

３ 規則第１２条第３項の申請書に添付すべき書類は、様式第１号及び様式第２号とする。 

 

（進捗状況報告の時期等） 

第９条 補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、各年度の９月３０日現在に

おける補助事業の進捗状況を、当該年度の１０月１５日までに、様式第４号により知事に報告

しなければならない。ただし、当該年度の９月３０日までに補助事業を完了、中止又は廃止し

たときは、この限りではない。 

２ 補助事業者は、規則第１７条第３項の規定による進捗状況を、各年度の翌年度の４月１５日

までに、様式第４号により知事に報告しなければならない。 



（現地調査等） 

第１０条 知事は、前条第１項の報告により、提出された書類を審査し、必要に応じて補助事業の進

捗について、指定した職員により現地調査をさせることができるものとし、状況に応じて事業の進

捗を促すものとする。 

２ 知事は、前条第２項の報告があったときは、指定した職員により現地調査等を行わせるもの

とする。 

 

（実績報告の時期等） 

第１１条 規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、補助事業の完

了又は中止若しくは廃止の日から１５日を経過する日までに行わなければならない。 

２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、そ

れぞれ様式第５号及び様式第２号によるものとする。 

３ 補助事業者は、実績報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実

績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」とい

う。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告しなければならない。 

４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額

が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控

除税額）を超えるときは、様式第６号により速やかに知事に報告し、知事の返還命令を受けて、

その超える額に対応する額を県に返還しなければならない。 

 

（補助金の支払い） 

第１２条 知事は、補助対象経費が適正に支出されていると認めた場合、交付決定額の範囲内で

補助事業者の補助対象経費の支払実績額に対応する補助金を補助事業者へ支払うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、知事は補助事業者から次項の規定により、補助事業にかかる経費

について現地調査前の補助金の概算払（以下「調査前概算払」という。）を請求されたときは、

その内容を審査し、適切と認められる場合は、原則として鳥取県の一会計年度に１回に限り、

交付決定額の範囲内で補助事業者が申請する額を支払うことができるものとする。 

３ 補助事業者は、調査前概算払を受けようとするときは、本補助金に係る専用口座を設けた上

で、様式第７号の調査前概算払請求書、様式第８号の資金収支計画書及び当該専用口座の預金

通帳の写しを知事に提出しなければならない。 

４ 知事は、第２項の規定による調査前概算払を受けた補助事業者について、補助対象経費が適

正に支出されていると認められ、調査前概算払額と実績額との間に過不足がある場合は、補助

金の過払額の返還の請求又は不足額の支払いを行うものとする。 

５ 調査前概算払を受けた補助事業者は、補助事業期間中は第３項に規定する専用口座を調査前

概算払の受け入れ、補助対象経費の支払い及び補助事業実施のための自己資金の預け入れ以外

の用途に用いてはならない。 

６ 規則第２０条第１項の申出は、様式第９号により行うものとする。 

 

（財産の処分制限） 

第１３条 規則第２５条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産につい

ては、知事が別に定める期間）とする。 

２ 規則第２５条第２項第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。 

（１）取得価格又は効用の増加の価格が５０万円以上の財産 

（２）その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が別に定めるも 

  の 

３ 規則第２５条第２項の規定による承認を受けるに当たっては、処分の事前に様式第１０号に



より申請するものとする。 

４ 第７条第１項の規定は、規則第２５条第２項の承認について準用する。 

 

（補助事業の報告等） 

第１４条 商工労働部長は必要があると認めるときは、補助事業者に補助事業の状況について報

告又は発表をさせることができる。 

 

（雑則） 

第１５条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、商工

労働部長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は平成２６年５月１９日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は平成２７年７月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成２７年６月３０日以前に交付決定した事業は、なお従前の

例による。 

 

附 則 
１ この要綱は平成２８年６月２日から施行する。 
 

附 則 
１ この要綱は平成２９年４月１日から施行する。 
 
  附 則 
１ この要綱は平成３０年４月１９日から施行する。 
  

附 則 
１ この要綱は令和元年５月１０日から施行する。 


